
Ⅰ　洲本市財政事情（令和７年６月30日現在）

（１）収入及び支出の概況（一般会計及び特別会計の予算執行状況）

（２）住民の負担の状況

※一般会計の現計予算額を令和７年６月30日現在の住民基本台帳人口40,489人で割った金額。
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27,511,973 6,988,395 25.4 5,125,982 18.6

国民健康保険
5,092,000 362,283 7.1 335,504

（単位：千円、％）

会 計 名 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 支出率

63,784

一 般 会 計

事 業 勘 定

直 営 診 療
施 設 勘 定

由 良 財 産 区

納 、 鮎 屋 財 産 区

堺 財 産 区

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ 事 業

事 業 勘 定

後 期 高 齢 者 医 療

議 会 費

総 務 費

民 生 費

介護保険
介護サービス
事 業 勘 定

236,459

587,000

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

そ の 他
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（３）公営事業の経理の概況（公営企業会計の予算執行状況）

（４）財産、公債及び一時借入金の現在高

（ア）市有財産（主なもの） （イ）市債現在高

（ウ）一時借入金現在高

3,435,646

15,000

土地及び建物

578,333.57

2,795,766.83

2,482,055.47

272,232.43

有 価 証 券

債 権

53,726

2,080,934

62,365 5.4

56,469 2.7

8.1 119,785

1,161,662

2,524,017 271,798 10.8

6.8

38.3

4,336

収入率

24,067 13,282 55.2 17,231

1,129,266

8,089

支出済額収入予算現額 収入済額 支出予算現額

2,644

0.0 15,000 2,000

（単位：千円、％）

432,417

― ―

11,105,859

1,696,829

（単位：千円）

35,199,917

借 入 先 現 在 高

種 別

22,262,054

現　　　在　　　高

92,871

11,105,859

合 計

区 分 数量又は金額

42,304

1,832,004

会 計 名

（単位：㎡、千円） （単位：千円）

13.3

15.3

0

会 計 名 支出率

駐 車 場 事 業

下 水 道 事 業

土 地 取 得
造 成 事 業

収益的収支

収益的収支

資本的収支

収益的収支

資本的収支

出資による権利

基 金

宅 地

山 林

その他土地

建 物

株 券

貸付金等

出 資 金 下 水 道 事 業

8,050,527

一 般 会 計

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

Ｃ Ａ Ｔ Ｖ 事 業

介 護 保 険

企 業 会 計

489,500

―
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Ⅱ　令和６年度決算概要

　（１）一般会計について

　①決算規模

　②決算収支

【一般会計決算収支の状況】 （単位：千円、％）

　③歳入

【歳入決算の内訳】 （単位：千円、％）

　物価高騰重点支援給付金事業費やＤＸ推進による電算開発費が減額したものの、エネルギー・食料品等物価
高騰対策給付金事業費や生活保護に係る扶助費、会計年度任用職員の勤勉手当や人事院勧告を反映した職員
給与の改定による人件費の増額などにより、対前年度４億17百万円増（対前年度＋１.7％）の248億46百万円
となった。

　　　歳　入　：　２４９億９,９２２万円　（対前年度　　　△８,９７０万円、△０.４％）

　　　歳　出　：　２４８億４,６３９万円　（対前年度　＋４億１,６６５万円、＋１.７％）

　実質収支は、平成17年度以降黒字を維持している。単年度収支は昨年度に続き赤字となり、財政調整基金の
取り崩しはなかったものの、実質単年度収支は、令和２年度以来の赤字となった。
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　④歳出

【歳出決算の内訳】 （単位：千円、％）

【性質別の状況】 （単位：千円、％）

　（２）特別会計について

【特別会計決算収支の状況】 （単位：千円、％）

　　　歳　出　：　１２,１８９,６０６千円　（対前年度　△２４９,９１９千円、 △２.０％）

　　　歳　入　：　１２,３２２,７８１千円　（対前年度　△３６１,７８９千円、 △２.９％）

4



　（３）公営企業会計について

【公営企業会計決算収支の状況】 （単位：千円、％）

　（４）健全化判断比率について

【健全化判断比率の状況】 （単位：％）

【参考】 （単位：％）

②単年度実質公債費比率は、算定の分子となる元利償還金の額が減少したことや算定の分母となる普通
　交付税が増額したことなどから、前年度より1.1ポイント減の11.7％となり、直近３か年の平均値は、
　前年度より0.5ポイント減の12.3％となった。
　前年度までに引き続き、地方債の発行に当たって都道府県知事の許可を要する団体の基準値（18％）
　未満を維持している。

①実質赤字比率、連結実質赤字比率は発生せず、いずれも黒字となった。

③将来負担比率は、地方債現在高の減や標準財政規模の増などにより、前年度より3.0ポイント減少し、
　38.3％となった。
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